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１．保険料率等の決定に向けたスケジュールについて
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保険料率等の決定に向けた今後のスケジュール
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２．令和５年度の収支見込みや保険料率について

① 医療分
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令和５年度平均保険料率について
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意見の提出なし ０支部（２支部）

意見の提出あり ４７支部（４５支部）

① 平均保険料率10％を維持するべきという支部 ３９支部（３１支部）

② ①と③の両方の意見のある支部 ７支部（１０支部）

③ 引き下げるべきという支部 １支部（４支部）

※ 保険料率の変更時期については、４月納付分（３月分）以外の意見はなし

※（ ）は昨年度の支部数

令和４年１０月に開催した各支部評議会での意見提出状況

令和５年度保険料率に関する支部評議会意見

京都支部評議会（令和４年１０月２４日開催）での主な評議会意見

 シミュレーションを見ると10%維持でもなかなか難しいと感じる。10%を続けていくこ
とに納得感をもっていただくような周知が重要である。

 資源高や売上が増えない状況の中、保険料率が上がるのは非常には困る。でき
るだけ長く10%を維持してもらいたい。

 一般の方からすると他人事と捉えられてしまう。シミュレーションにあるように厳し
い状況であることを広く知ってもらうことが大切。

 物価高のなか、これ以上保険料率が上がると家計にとって大変厳しい。
 10%を守る方が将来的な視点に立っていると言えるので維持していただきたい。
 中長期で考えると10%維持は致し方ない。
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令和５年度の協会けんぽの収支見込み（医療分）

平均保険料率を１０％と設定した上で、
政府予算案（診療報酬改定等）を踏まえ算出
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令和５年度の協会けんぽの収支見込み（医療分）の概要
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支部毎の療養の
給付等に要する額

５.３５９％
【令和４年度】
５．１７７％

年齢調整

０.０６２％
【令和４年度】
０．０６６％

＋

支部毎の医療費に係る部分 共通料率（全国一律の部分）

健康保険法
第160条第3項1号

健康保険法
第160条第4項

所得調整

０.００９％
【令和４年度】
０.０２４％

健康保険法
第160条第3項2号

健康保険法
第160条第3項3号

調整後の療養の給付等に係る保険料率

京都支部 ５.４３０％
【令和４年度】
５.２６７％

精算の部分

＋前期高齢者納付金
後期高齢者支援金

退職者給付拠出金

現金給付費

業務経費

一般管理費

準備金積立て

４.６４０％
【令和４年度】
４.７１５％

令和３年度の支部毎
の収支決算における
収支差

京都支部
▲５億１，１４０万円

【令和４年度】
＋８億４，９００万円

０.０２３％
【令和４年度】
▲０.０３９％

都道府県単位保険料率（令和５年度京都支部保険料率）

療養の給付等に 共通料率 精算の部分 インセンティブ

係る保険料率 ＋ （全国一律の部分）＋ ０.００９％ ＋ 制度の部分 ＝
５.４３０％ ４．６４０％ ０．０２３％ ▲０．００７％ 【小数点第３位四捨五入】

【令和４年度】９.９５％

等 等

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

全国平均保険料率（療養の給付等に係る保険料率） ５.３６％
＝平均保険料率（ １０.００％ ）－共通料率（４.６４０％）

Ｆ Ｇ

Ａ

Ｅ

１０．０９％

Ｆ Ｇ

Ｂ Ｃ

Ｄ

Ｅ

＋

インセンティブ
制度の部分

＋

全支部より財源を拠出
京都支部加算
２億１，７７８万円

０．０１％

【令和４年度】
０.００７％

令和３年度実績
による報奨金
京都支部減算
３億６，２３７万円
▲０．０１７％

【令和４年度】
０％

▲０.００７％
【令和４年度】
０.００７％

Ｈ

Ｈ

令和５年度の京都支部保険料率
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【京都支部の場合】

（支部医療給付費）
1,172億2,431万円

（支部総報酬額）
2兆1,873億1,030万円

＝

支部毎の療養の
給付等に要する料率

５.３５９％

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

Ｂ 支部毎の療養の給付等に要する額
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年齢調整
【京都支部の場合】

年齢構成が全国平均より低い
⇒ 保険料率を上げる方向に調整される

（平均給付費）
1,171億174万円

（標準給付費）
1,157億4,886万円

（年齢調整額）
13億5,288万円

－ ＝

（年齢調整額）
13億5,288万円

（支部総報酬額）
2兆1,873億1,030万円

＝

年齢調整率

０.０６２％

【平均給付費】
（全国の加入者１人あたり医療費）×（京都支部加入者数）
【標準給付費】
（全国の各年齢階級の１人あたり給付費）×（京都支部の各年齢階級の加入者数）の合計

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

Ｃ
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所得調整
【京都支部の場合】

所得（標準報酬月額）が全国平均より高い
⇒ 保険料率を上げる方向に調整される

全国合計給付費を総報酬按分した額

1,172億9,607万円
平均給付費

1,171億174万円
所得調整額

1億9,432万円－ ＝

（全国給付費）
5兆3,351億6,787万円

×

（京都支部総報酬額）
2兆1,873億1030万円

（全国総報酬額）
99兆4,889億9,352万円

＝

全国合計給付費を
総報酬按分した額

1,172億9,607万円

（所得調整額）
1億9,432万円

（支部総報酬額）
2兆1,873億1,030万円

＝

所得調整率

０.００９％

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

Ｄ

11



共通料率

共通料率

４．６４０％

Ｆ

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある
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精算の部分

保険料率換算 ＝

支部別収支差

支部総報酬額

支部別収支差
（京都）

支部総報酬額 保険料率換算

▲5億1,140万円 2兆1,873億1,030万円 0.023％

令和５年度保険料率算定時に

０．０２３％
の保険料率引上げ

Ｇ

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

○令和３年度の都道府県支部別の収支差

令和５年度の都道府県単位保険料率の算定に
おいては、健康保険法施行規則第135条の7に
基づき、令和３年度の都道府県支部毎の収支に
おける収支差について精算する必要がある。
収支差がプラスの場合は収入の「その他収入」に
加算し、マイナスの場合は「▲（マイナス記号）」を
外した値を支出の「第３号経費」に加算する。
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令和５年度保険料率の他支部との比較

令和５年度都道府県単位保険料率における支部数（暫定版）

14

京都支部

（参考）令和４年度京都支部
保険料率 ９．９５％



令和５年度保険料率の他支部との比較

令和５年度都道府県単位保険料率の令和４年度からの変化（暫定版）
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京都支部

（参考）令和４年度京都支部
令和３年度保険料率からの変化分 ▲０．１１％



《参考》 診療種別１人当たり医療費の対前年度比の寄与度（令和２年度）
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《参考》 診療種別１人当たり医療費の対前年度比の寄与度（令和３年度）
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健康保険料率の推移

全国 京都

（％）

（年度）

H20.10
発足

※保険料率の変更月は変更後の保険料率に基づく徴収開始月を記載している（記載のない年度は４月変更）

H21.10
変更

H27.5
変更

（見込）

協会けんぽ発足後の健康保険料率の推移

都道府県単位
保険料率
凍結期間
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２．令和５年度の収支見込みや保険料率について

② 介護分
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令和５年度の協会けんぽの収支見込み（介護分）
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令和５年度の介護保険料率について
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